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１．研究の目的 
 庄原市も含めた中山間地域が現在直面している問題は，生活基盤が損なわれ，集落自体が崩壊

しつつあることにある。そのような問題に対して行政的には自治組織の再編，機能の見直しを検

討しているが，それだけでは不十分であることは否めない。また，様々な組織がボランティアに

よって地域活性化を行っているが，ボランティア本人ならびに地域の人々において「イベント疲

れ」があるのも事実であり，持続的な地域活性化が難しくなっている。 
 現在求められていることは，人々の参画を持続的に支える方策であり，そのひとつとしてビジ

ネス型の活性化が求められている。ビジネス型とは大きな産業を興すことではなく，活動に対し

て少額であっても相応の経済的見返りが行われるものである。 
 本研究においては，課題提案書に基づいて次の二点を研究の目的と設定した。 
（１） 地域に密着した産業や生活面での交通網整備，商店の維持に向けて，域内循環サービス
システム等の構築のために具体的な解決方法を提示すること。 
 中山間地域においては，地域の商店の閉鎖や不便な交通システムのため，自家用車を持たない

高齢者や児童，または彼らを扶養する者が不便な生活を強いられている。これまでの研究からオ

ンデマンド交通など提案がされているが，庄原市の実態や地域住民のニーズを調査したうえでの

検討はなされていない。庄原の実態を踏まえての提案が求められている。 
（２） 中山間地域において未利用資源となっているドングリを用いた放牧養豚の確立と生産シ
ステムを提示すること。 
 庄原は豊富な森林資源を抱える地域であるが，エネルギー革命と材価の低迷により，森林資源

が利用されなくなっている。かつては里山として利用されていたクヌギやコナラの林は，今日で

はほとんど管理されなくなっているが，これを利用した養豚を行うことを提案している。再び人

が入るだけでなく，小規模ビジネスを通じて庄原の地域イメージでもある里山を整備することが

期待されている。 
 
２．研究成果の概要 
（1） 地域交通に関しては，三次市三良坂，三原市大和のオンデマンド交通はそのコストの高さ
から見直されており，生活弱者を対象にしたオンデマンド交通の実施は庄原市でも難しい。現在，

庄原市では観光公社を設立する動きがあり，それと連動した形で観光客と交通弱者という枠組み

で考える必要がある。観光公社が個人観光客の交通問題対策を行うこととなれば，そのなかで交

通弱者対策も組み込み，コストの低減化をはかることができると思われる。ただ，それができな

い場合は，市の支援を受けながら，ニーズにそった形で小型バスを運行させる以上に現段階では

解決策がない。その場合も地域との連携が不可欠である。 



もし，庄原市が観光公社を予定通り設置するのであれば，観光客と組み合わせたオンデマンド

タクシーのシステムの構築が考えられる。ただし，現在行っている三原市大和町のオンデマンド

タクシーは，システムの維持管理（ＮＴＴグループによる）にも相当なコストがかかっており，

これが三原市にとって大きな負担になっている。そのような状況を考えると，低コストのシステ

ムの構築が必要であり，それは情報処理システムの今後の課題となる。 
(2) 移動販売は日本各地で試みられており，庄原市内においても高齢化と商店の廃業が進む地域
においてはニーズが高い。しかし，実際に取り組みを始めるためには，残存する商店に協力を求

めることだけでなく，軌道に乗るまでの支援体制が不可欠である。 
移動販売を行うにあたって大きな問題は，移動販売のための車の確保である。この初期投資を

行うには，一定程度の資本が必要であり，商店街全体での試みが望ましい。ある意味，移動商店

街というような発想でのぞむことが，資本力の弱い庄原市では必要なことではないかと考えてい

る。綾部市などでは生協が実施していたが，むしろ，移動商店街のほうが，話題性や専門性も，

既存のルートも活用することができ，望ましいものと考える。 
 (3) 養豚に関しては，ドングリの収集とドングリ給餌，里山での放牧の実現可能性を確認でき
た。庄原商工会議所の仲立ちにより，レストラン等外食事業者の協力を得られた。残された課題

としては，ドングリ収集の人集めと豚肉のマーケティング，加工品の製造であるが，これらにつ

いては今後も庄原商工会議所と協議をしながら継続して検証する予定である。 
 
３．研究成果の波及効果 
地域交通に関しては，中山間地域ではいずれ

も交通弱者への対応が重要な課題となってお

り，広島県も政府の施策を受けて，その支援に

動いている。オンデマンド交通や小型のバス車

両によるきめ細かい配車，バスルートの設立は，

他地域に応用できるものと考える。 
 養豚に関しては，庄原商工会議所としても平

成２１年度以降の事業展開を希望しており，研

究協力者である養豚業者も事業化に期待をし

ている。また，庄原商工会議所ではシンボルマ

ークの作成や商標登録を行っており，平成２１

年度の試験販売を計画している。この養豚事業

については，中国新聞と朝日新聞の県内ページ

に記事が掲載された。また，山内小学校の食育

の一環として，放牧場の見学も行われた。 
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